
林産物のＰＤＣＡシート

輸出拡大方針（Plan）

輸出戦略上の
対応方向

実施主体

➢ 引き続き中国「木構造設計
規範」の改定や手引き作成
の取組を進める。

➢ 規範改定後に、設計士や建築士向けの「木構造設計手引」
の改編が行われるとみられる。「木構造設計手引」改編提
案検討委員会を開催し、中国側と連携して原案の策定、意
見交換及び協議を行う(国内3回、中国2回)。

日本木材輸出振
興協会

➢ ➢ 中国向け「日本産木材利用手引」の改定配布、セミナーを
開催した（3月19日、北京）。

➢

➢ 中国の木材関係専門誌へ日本製品のPR記事広告を掲載
する。

➢ 木材業界向けウェブサイトに日本産木材の動画広告を配
信する。

➢ 日本産木材利用技術研修会（上海）を実施した（３月１７
日）。

日本木材輸出振
興協会

➢

➢ 「緑色建築建材博覧会」(上海、6月末)に参加し、日本産木
材製品をPRする。

➢ 木材・建築・家具業者等を対象に、日中の有識者等による
「日本産木材製品利用促進セミナー」を開催(上海、7月)。
参加者に「日本産木材利用手引」を配布する。

➢ 中・韓から木材バイヤーを九州に招へいし、木材製品のＰ
Ｒ、商談会を実施する（9月予定）。

ジェトロ

分析（Check）

日本木材輸出振
興協会

対応方向
（Act）輸出拡大方針 活動内容 評価

実績（Do）

日本産木材利用技術研修会で
は日本の木材製品の特徴を伝
え、軸組構法を実習させること
ができたが、木構造設計規範改
定も見据え、今後も軸組構法を
広めていくことが重要。

「日本産木材利用手引」は、中
国でなじみの薄い日本産木材
のうち代表的な木材の特性及
び利活用技術・方法を専門家、
事業者に伝える手引きとなって
いる。日本産木材の知名度・評
価は北米産材より低いため、今
後、さらに中国の国家標準に合
わせたデータ等を充実させ、日
本産木材の特性や使用法を知
らせていくことが重要。

中国「木構造
設計規範」の
改定及びこれ
を踏まえた普
及等の取組

中国における木材の用途や
ニーズ・嗜好等を踏まえつ
つ、付加価値をつけた日本
産木材製品の輸出を拡大す
るため、木材利用技術の普
及、日本の技術を活かした
製品開発、木造軸組住宅の
ＰＲ活動等を行う。
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➢ ➢ 「輸出向け木材産地等連携全国検討会議並びに連携促進
セミナー」を実施し、輸出事業者等に対し、取組事例の報
告やパネルディスカッションを実施した（3月24日、東京）。

➢

➢ 国内の主な木材産地関係事業者や学識経験者等により、
産地間連携等の検討会を開催(3月6日、6月、9～11月、28
年2月、東京）（地方版全国7ヶ所、各1回開催）。

➢ 上記検討会の報告会（セミナー）を開催する(28年3月、東
京)。

➢ 韓国の木材関係専門誌へ日本製品のPR記事広告を掲載
する。

➢ ➢ ｷｮﾝﾋｬﾝﾊｳｼﾞﾝｸﾞﾌｪｱ 2015にジャパンパビリオンを出展し
た。19社・団体が出品。（2/26～3/2、高陽）

➢

➢ ｷｮﾝﾋｬﾝﾊｳｼﾞﾝｸﾞﾌｪｱ 2016にジャパンパビリオンを出展する
（開催時期未定、募集開始9月予定、高陽）。

➢ 韓国の木材・建築・家具などの関連企業を対象に、「日本
産木材製品利用促進セミナー」を開催(27年１月21日～23
日、28年1月、ソウル)。

日本木材輸出振
興協会

➢ 日本産木材の特性、利用技術・
方法を紹介することができた
が、今後も日本産木材の特性を
知らせていくことが重要。

➢ その他 ➢ 中・韓から木材バイヤーを九州に招へいし、木材製品のＰ
Ｒ、商談会を実施する（27年9月予定）

ジェトロ

参加者は産地間連携の必要性
を認識し、また事例についても
共有できたが、具体的に連携の
取組を進め、その時に生じる課
題を解決していくために、継続し
て意見交換等を行っていく必要
がある。

日本木材輸出振
興協会

ｷｮﾝﾋｬﾝﾊｳｼﾞﾝｸﾞﾌｪｱ 2015では
商談件数1,189件、成約件数（見
込を含む）660件と前回を大幅
に上回った。より大規模出品を
検討している事業者もいること
から、規模を大きくすることを検
討してはどうか。

ジェトロ

【再掲】

ジェトロは、韓国のキョンヒャ
ンハウジングフェアにジャパ
ンパビリオンを出展し、商談
を支援する。この際、付加価
値をつけた木材製品の輸出
を拡大するため、これらの製
品を扱う輸入業者やハウス
メーカー等の発掘に努める。

韓国におけるヒノキを中心と
した内装材市場の更なる拡
大に向けて、広域連携や
オールジャパンの取組の加
速化に向けた議論を行う。

韓国における
ヒノキを中心と
した内装材市
場の更なる拡
大
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➢ オールジャパンの協力ネット
ワークの構築や、ジャパン・
ブランドの創出、情報収集・
発信に向けた議論を行う。

➢ 「輸出向け木材産地等連携全国検討会議並びに連携促進
セミナー」を実施し、輸出事業者等に対し、取組事例の報
告やパネルディスカッションを実施した（3月24日、東京）。

➢

➢ ➢ 国内の主な木材産地関係事業者や学識経験者等により、
産地間連携等の検討会を開催(3月6日、6月、9～11月、28
年2月、東京）（地方版全国7ヶ所、各1回開催）。

➢ 上記検討会の報告会（セミナー）を開催する(28年3月、東
京)。

➢ 中国の研究機関、木材団体、有識者と共同で、中国におけ
る主要輸入木材のニーズ・用途について、現地調査、聞き
取り調査、文献調査などを実施し、報告書を取りまとめる

日本木材輸出振
興協会

➢ 木材輸出に関心のある事業者を対象としたセミナーを実施
予定（回数・時期は調整中）

ジェトロ

日本木材輸出振
興協会

参加者は産地間連携の必要性
を認識し、また事例についても
共有できたが、具体的に連携の
取組を進め、その時に生じる課
題を解決していくために、継続し
て意見交換等を行っていく必要
がある。丸太だけでなく、付加価値を

つけた木製品の輸出を拡大
するため、これらの製品を扱
う輸入業者やハウスメー
カー等の発掘に努める。ま
た、事業者等が輸出先国か
ら求められる樹種、規格、数
量、時期等のニーズに対応
できるようになることを目的
として、木材輸出に関する制
度や海外市場についての理
解促進を狙ったセミナー等を
開催する。

【再掲】 【再掲】協力ネットワー
クの構築、情
報収集、情報
発信（全国団
体を通じた
オールジャパ
ンでの取組、
ブランド創り）
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➢ 「輸出向け木材産地等連携全国検討会議並びに連携促進
セミナー」を実施し、輸出事業者等に対し、取組事例の報
告やパネルディスカッションを実施した（3月24日、東京）。

➢

➢ 国内の主な木材産地関係事業者や学識経験者等により、
産地間連携等の検討会を開催(3月6日、6月、9～11月、28
年2月、東京）（地方版全国7ヶ所、各1回開催）。

➢ 上記検討会の報告会（セミナー）を開催する(28年3月、東
京)。

➢ 中国における輸入木材に係る検疫検査の規定や燻蒸の実
態、輸入原木の陸揚げ後の燻蒸可能といった他国のの先
行事例を調査し、日本産原木や未乾燥材が同様な緩和措
置の対象にとなりえるかどうか検討を行う。

➢ 国内での燻蒸の実態を公開情報・ヒアリングを中心に調査
し、低コスト実現のためには何が課題で、どのような打ち手
が考えられるか、またそれぞれ実現可能性はどうか等の検
討を行う。

➢ ➢ 中国木構造設計規範の改定に対応して、スギ・ヒノキ等を
用いた木造軸組モデル住宅を複数パターン設計するととも
に、そのうちの１モデルについて、専門家による施工管理・
指導の下、中国の現地企業の協力を得て、モデル住宅を
建築する。

日本木材輸出振
興協会

➢ モデル住宅において、その後の耐久性検証に係る技術指
導を行うとともに、内装材、外装材、住宅設備等を含めた
日本産住宅及び木材製品等の展示・ＰＲの場として活用す
る。

➢ 日中双方の事業者や団体の協力により、地域材製品開発
に関する検討会、製品説明会、製品展示等を行い、中国向
け製品輸出促進に向けた取組を支援する。

日本木材輸出振
興協会

事務局

産地間連携による共同輸
出、安定供給体制を構築す
るため、中国・韓国における
木材の用途やニーズ・嗜好
等を踏まえて輸出拡大の
ターゲットを設定し、広域連
携やオールジャパンの取組
を加速化するための議論を
行う。

【再掲】 【再掲】

日本木材輸出振
興協会

参加者は産地間連携の必要性
を認識し、また事例についても
共有できたが、具体的に連携の
取組を進め、その時に生じる課
題を解決していくために、継続し
て意見交換等を行っていく必要
がある。

日本産木材や木造軸組住
宅の認知度向上に向けて、
モデルハウスの設置等によ
る通年でのPRを実施する。
この際、対中国の木材輸出
拡大の先進的な取組を参考
にして、輸出のターゲットを
明確にして（戸建て・マンショ
ン内装、富裕層・中間層な
ど）、戦略的に取組を進めて
行く。また、住宅、家具、イン
テリアなどの事業者と日中
共同で検討会を設置し、付
加価値ある日本産木材製品
の開発・普及を図る。

コスト面でのネックとなって
いる中国向け丸太及び未乾
燥材の燻蒸について、中国
での輸入木材燻蒸の状況を
把握する。

モデルハウス
の設置等によ
る通年でのＰＲ
による日本産
木材、住宅の
認知度向上

森林組合や産
地間連携によ
る共同輸出、
安定供給体制
の構築

➢

➢


